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　　　　　　　　 　1．は じめに

　現在、発電プラン ト等では高経年化が進んで い るが、

昨今の規制緩和や 自由化に よ りコ ス ト面で の 競争が激

化して い るなかで 、 経年プラ ン トのより
一．一

層の 長期運

用 が 余儀な く さ れ て い る。そ の ため 、経年プラ ン トの

長期運用に対 し安全性、信頼性とともに経済性が求め

ら れ る こ ととな り、こ れ まで の きめ細かな 予防保全か

ら さ ら に合理 的な メ ン テ ナ ン ス が望まれ て い る。

　こ こ で は 、火力発電プラン トを中心に、そ の 経年化

と経年劣化 ・損傷の状況、メ ン テナ ン ス の現状と今後

の 方向性等 に つ い て述 べ る 。

　　 2 ．わが国の経年火力発電プラ ン トの 現状

2 ・1　 経年化の 状況　わ が国 の 火力発電設備は現在

の と こ ろ電 力供給量および電源設備容蚤とも に全体の

過半を占め て お り、今後も原子力発電 ともに 主要な電

源として 重要な供給責務を担う こ とになる。しか しな

がら、火力発電設備の約 8 割は設計上 の許容引張応力

を介して 見込 ま れ る 10 万 時間ク リープ破断 寿命 を超

え て 運用 され た経年火力で あ る。ま た 、全体の 2 割強

の 設備 は さ らに 長期の 20 万時間 を超え る 運転を経験

して い る。

2 ・2　 経年劣化 ・損傷　ボイラ、蒸気タ
ービ ン に お

ける過去の 損傷事例を見ると、こ れ らの 経年劣化 ・損

傷の 主因は疲労 （主に低サイクル熱疲労）、クリ
ープ、

腐食 ・浸食と脆化で ある
D 。図 lV は国 に報告された

事業用ボイ ラ の 事故詳報を 整理 し原 因 別 に事故発生率

の推移をまとめたもの であ り、上 記 した経年劣化 ・損

傷の 要因を知 る こ とが で きる。また、同図か ら．事故

発生率が次第に 減少する傾向もわかる。こ れはそ の 邦

度適切な対策が採られ 、そ れ 以降計画的な補修等の 予
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図 1 事業ボイラの原因別事故発生率の 爿仁移

防保全が為され て きた こ とによる もの で あ る。この よ

うな事故発生率の 減少は喜ばし い こ とではあるが、そ

の
一

方 で 、事故 （トラ ブル）情報等が適 切に 継承 され

なければ、事故 （トラブル）対応の ため の 技術力や技

術者の 空洞化を招 く こ とも否めな い。

　図 22冫
はボ イラ過熱器管と して約 600℃前後で使川

された SUS321 管材の 運転時間に伴う機械II｛丿性 質の 変

化、な らびに同
一一

ロ ッ ト材 の 使川 前お よび 12万時間使

用後の 金属組織を示して い る。 こ れか ら、1司管材は 運

転時間とともに金属組織が変化 し、硬化 ・脆化が進行

する こ と がうか が え る 。 し か し、同時に行っ たク リ
ー

プ試験等か ら、管の使用応力付近では 12万時間使川後

もク リ
ープ損傷は軽微 で あ る こ とが明 らか に され て い

る
2 ｝。す なわち、異常等 の な い 限 り、運 転時間 が 設 計

で見込まれ る クリープ破断寿命の 10 万時間を多少超

えて も、材質変化 とそれ に伴う機械的性質 の 変化 は生

じるものの、寿命を支配するク リ
ープ損傷はほとん ど

問題にならない とい え る 。 これは設計上の 許容引張応

力に十分な裕度があ る ため で あ る。しか し、そ の 裕度

（余寿命）は 個 々 の 設備機器部材で 異な る こ とか ら、的確

な余寿命評価に よ り求め ざる を得な いが 、こ れ まで ほ

とん ど究極状態 （寿命）まで の 運用は為されて お らず、

そ の状態は 十二 分 に把握され て い な い 。
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　　　 3．現状および将来の余寿命評価技術

3 ・1　 余寿命評価の現状　経年火力設備の ク リ
ープ

および低サイクル疲労による余寿命評価法に関しては 、

国の プロ ジェ ク ト 「設備診断技術実証試験」 （1988〜

1999年度）にお い て集大成され 、 ボイラの定検周期の

延長 （2 年から4 年）を認め る国 （旧資源 エ ネルギー

庁）からの 通達 （190P 年 3 月）に反映された
の。こ の

場合、数   オーダの醐 き裂が発生する まで の 寿命

を想定し、破壊法、非破壊法および解析法が同列に適

用 で きる e しかし、 各手法に は
一長一短がある ことか

ら、それ を踏まえた複数の手法による総合的評価、ま

た同
一

機器の 同
一部位の経時的追跡評価 （損傷速度的

評価）が望ま しい と い える。

3 ・2　今後の 余寿命評価およびメ ン テナ ン ス　わが

国 で は、これ まで法的に定検が義務付け られ、ガス タ

ーピン静翼を除けば、基本的にき裂は許容されない こ

とから 、 自ずと予防保全が浸透して きたとい える。 し

か しなが ら、欧米 で はき裂を許容 した設備の維持管理

が為され て お り、冒頭で 述べ たような合理的なメンテ

ナ ン ス を指向する の で あれば．わが国 におい て もき裂

許容の概念を導入すべ きもの と考える。こ の ようなわ

が国の メ ン テナ ン ス合理化 の 方向性をまとめると、図

34 ，

のようになる。なお、巨視き裂発生前の微小き裂

状損傷段階で は 巨視き裂を対象とす る破壊力学が適用

で きる こ とが知られて い るが、これは、現在の巨視き

裂発生まで の 寿命管理にお い て も、き裂許容の損傷概

念に基づく余寿命評価が可能な こ とを意味して い る 。

　さて、1974 年に起 こ っ た米国 TVA で の蒸気タ
ー

ビ ン

ロ
ー

タの バース ト事故によ り中心孔の超音波探傷検査

の 必要性が認識され る とともに 、 そ の後の 水平展開に

よ り多くの ロータが取 り替えられることにな っ た。こ

の ように事故から学ぶ ことは多く、適切な対策と事故

情報の的確な伝承が為されれ ば、同じ事故が再発すこ

とはな い。また．この ような氷山 の
一

角として起こ る

事故 （アクシデン ト）の手前では、様々 な トラブル （イ

ン シデン ト）が多数経験され て い る筈である 。 安全性 ・

信頼性の確保には、 事故よりも寧ろこのよ うな トラブ

ル情報の伝承の方が重要である。そのためには、トラ

　 ▲ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲

運転開 始
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誓 ＼

finPtg
　 　 　 　 　 　 　 sulj 　ひ

ぶ

　 事後保全 （定検なし）／ き裂許容

　 図 3　わが国の メンテナ ンス合理化の方向性

ブル情報のデー
タ ベー

スのB）化が必要で あり、これは

上述 した技術力 ・技術者の空洞化の 回避に も役立つ も

の で ある 。 こ の他、究極状態に 至 るまで の 経年部材に

関わ る DB 、事故 ・トラブルを擬似体験で き る解析ッ
ー

ル （トラブル シミュ レ
ー

タ）などの 開発も考えられる 。

さらに、安全性 ・信頼性と経済性を両立させ るには、

上述 したよ うにき裂を許容しメ ン テナ ン ス の 合理化 を

図 るとともに、リス クを受容し リス ク評価 の 上に立 っ

た ア プ ロ
ー

チ の導入 が 必要で あるとい える。図44 ）
は

こ れ らの 課題 をま とめた も の で あ る。

　　　　　　　　　4 ．おわ りに

　以上、最近 の社会情 勢 の もとで 、主に経年火力設備

の メン テナンスの現状と今後の方向性や課題につ い て

述べ た。最後に、極論ではあるが、今後の メ ン テナン

ス の ため、リス ク評価に基づ く適度な トラブル の 経験、

休止プラ ン ト等を用 い た究極状態の実証などを望みた
い

。
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図 4　火力発電設備の安全性 ・信頼性 と経済性 を確保するための 課題
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